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以 上 

 

本メルマガは山下税理士に日常業務の中から「間違いやすい・見落としがちな」税務のチェックポイントをＱ&Ａ形式で

ご寄稿頂いたものになります。ぜひご参考になさってください。 

 

『質問』 

会社法における事業年度変更と法人税法における事業年度の関係について 

≪内容≫ 

 会社計算規則において事業年度の末日を変更する場合、変更後の最初の事業年度については

最長1年6ヶ月でよいことになっていますが、法人税法における事業年度は、1年を超えること

はできないことになっています。  

 この場合、会社法における事業年度は、法令で定められた事業年度ですから、法人税法上も

1年6ヶ月の事業年度が認められると考えてよいのでしょうか。 

 

『答』 

 法人税法上は、法令で定める会計期間であっても、それが 1 年を超える場合には、その期間を

その開始の日以後 1 年ごとに区分した各期間（最後に 1 年未満の期間が生じたときは、その 1

年未満の期間）が事業年度となります。 

 

（解説） 

１  会社法においては、会社は各事業年度に係る貸借対照表や損益計算書などの計算書類を

作成しなければならないと定めていますが（ 会社法435② ）、事業年度の意義や定義を直接的

に定めた規定はありません。これは会計期間の公準として、継続企業である会社の会計計算は、

一定の期間を区切って行うのが当然の前提であると考えられており、定款や法令の定めにより

会社の財産や損益の計算期間としての事業年度（会計期間）を当然にもっていると捉えられて

います。  

 ただし、会社法における会社計算規則第59条第2項の規定によれば、「各事業年度に係る

計算書類及びその附属明細書の作成に係る期間は、当該事業年度の前事業年度の末日の翌日

（当該事業年度の前事業年度がない場合にあっては、成立の日）から当該事業年度の末日まで

の期間とする。この場合において、当該期間は、1年（事業年度の末日を変更する場合におけ

る変更後の最初の事業年度については、1年6箇月）を超えることができない。」とされていま

す。 
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２  これに対し法人税法においては、事業年度の意義が明確に定められており、法人の財産

及び損益の計算の単位となる期間（会計期間）で、法令で定めるものまたは法人の定款、寄附

行為、規則もしくは規約に定めるものをいいます（ 法法13① ）。  

この「法人の財産及び損益の計算の単位となる期間」という概念は、平成18年度の税制改正に

より導入されたものであり、これを「会計期間」と定義しています。これは、会社法に清算事

務年度の定めが置かれたことなどに対処しようとしたものと言われています。 

３  そこで、会社法上の事業年度を変更した場合における最初の事業年度である、最長1年6

ヶ月の事業年度は、法人税法でいう「会計期間で、法令で定めるもの」ということになります

が、法人税法上の事業年度である会計期間は、1年を超えることはできません。 

 法令で定める会計期間であっても、それが1年を超える場合には、その期間をその開始の

日以後1年ごとに区分した各期間（最後に1年未満の期間が生じたときは、その1年未満の期間）

が事業年度となります（ 法法13① ）。これは会社法に対する法人税法の特則といってよいで

しょう。したがって、事業年度を変更した場合であっても、法人税法上は1年6ヶ月の事業年度

は認められず、1年と6ヶ月の2事業年度ということになります。 

 

 

※なお、税務のチェックポイントＱ＆Ａに関するご質問は受付しておりません。 

予めご了承ください。 
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